
ウォーターＰＰＰ導入に向けた取組

新潟県土木部都市局下水道課

令和８年３月25日（水）
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資料１



１ 新潟県の流域下水道事業概要

２ ウォーターＰＰＰとは

３ 導入に向けた取組状況
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阿賀野川流域下水道

６ 新井郷川処理区 1998年供用

（新潟市・新発田市・阿賀野市・聖籠町）

４流域・7処理区

１ 新潟県の流域下水道事業概要
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信濃川下流流域下水道

１ 新潟処理区（新潟市） 1980年供用

２ 新津処理区（新潟市・五泉市） 1983年供用

３ 長岡処理区（長岡市・小千谷市） 1985年供用

西川流域下水道

７ 西川処理区（新潟市・燕市・弥彦村）2002年供用

阿賀野市

新潟市

長岡市

小千谷
市

魚沼市

南魚沼市

括弧書きの2村は公共下水道事業を実施していない

中越流泥処理センター 2009年供用

（長岡市・小千谷市・三条市・加茂市）

魚野川流域下水道

４ 堀之内処理区（魚沼市） 1992年供用

５ 六日町処理区（南魚沼市） 1990年供用

※国府川処理区は2013年に
佐渡市公共下水道に移管
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レベル

契約期間

委託条件

委託業務・権限

令和５年６月の民間資金等活用事業推進会議（PFI推進会議）において、下水道分野の新たな官民連携の方式
として「ウオーターPPP」と呼ばれる手法が示されました。

■ウォーターPPPとは

１ ウォーターPPPの概要

資料３

仕様発注 包括的民間委託

ウォーターPPP

【新設】管理・更新一体ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ方式 公共施設等運営事業
（ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式）更新支援型 更新実施型

－ レベル１～３ レベル3.5 レベル3.5 レベル４

単年～５年契約
短期契約

（３～５年）
原則10年 原則10年

長期契約
（10～20年）

仕様発注 性能発注 性能発注 性能発注 性能発注

維持管理 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

修繕(一定額以下)
【レベル2.5の場合】

修繕 修繕 修繕

更新計画案や
ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

更新工事 更新工事

運営権
利用料金徴収

民間の裁量小 大

水道、工業用水道、下水道について、コンセッション方式への段階的な移行を視野に官民連携方式（管理・更新一
体マネジメント方式）を新設。コンセッション方式と併せてウォーターＰＰＰとして導入拡大を図る。

【管理・更新一体マネジメント方式(レベル3.5)の要件】
① 長期契約(原則10年) ② 性能発注 ③ 維持管理と更新の一体マネジメント ④ プロフィットシェア

国土交通省「第３４回下水道における新たなPPP/PFI事業の促進に向けた検討会」（R5.11.15開催）資料を一部加工

２ ウォーターPPPとは
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２ ウォーターPPPとは
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３ 導入に向けた取組状況
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３ 導入に向けた取組状況
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３ 導入に向けた取組状況
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３ 導入に向けた取組状況
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３ 導入に向けた取組状況

10



３ 導入に向けた取組状況

対象施設・業務範囲の選定方針

出典）国土交通省「下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン」
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３ 導入に向けた取組状況
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検討事項 マーケットサウンディングでの意見（抜粋）

①事業方式（更新支援型、更
新実施型）

• 段階的に導入しながら事業を進めた方がよく、更新支援型から実施すること
を希望。

• バランスのとれた維持管理を実現するためには更新支援型が望ましい。
• 事業者コンソーシアムが複雑化することが懸念される。

②受託体制
（単独、JV、SPC）

• SPCの設立には多くの時間・労力・費用が必要。
• 単独での取組は難しく、SPCは負担が大きいことから、JVを希望。
• 対象範囲と類型にもよるが、更新支援型の場合はJVを希望。

③処理区の一体発注
• スケールメリットや創意工夫を発揮できる一体発注を希望。
• 事業の範囲と管理が煩雑になる懸念がある。
• 近接しているため、災害時の相互バックアップ体制等が可能。

④対象施設、対象業務

• 専門分野の異なる組織間の連携、調整、リスク分担等が複雑化することに
対し不安がある。

• 管路については、目に見えない部分でもあり、リスクヘッジが難しい。
• 処理場と管路は、個々に最適な設定を検討してほしい。

⑤関連市町村業務
• 県と市町村で発注方式が異なることが想定される。
• リスクが高いため、段階的な導入が望ましい。
• 対象施設、発注方法によるため、どちらとも言えない。

３ 導入に向けた取組状況

マーケットサウンディングでの意見（抜粋）
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３ 導入（R9年度予定）に向けた取組状況

導入による主な変更点、期待される効果

１ 契約期間、対象範囲

１年契約 → 10年契約

２ 発注方式の変更
仕様発注 → 性能発注

３ 業務範囲
維持管理と更新が別 → 一体管理

４ プロフィットシェア

コスト削減のメリットなし → コスト削減が利益となる

＜行政側＞

新技術や民間事業者のノウハウの活用が期待できる
＜民間事業者側＞

長期の安定受託や創意工夫による効率化が期待できる

老朽化施設への対応、担い手不足への対応、持続可能な下水道事業の運営
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＜参考＞ 上下水道事業者への一体的な支援体制の強化

一元化（移管）の重要性

〇 令和６年度より、国は水道行政を厚労省から国交省に移管

〇 上下水道事業の喫緊の課題であるインフラ老朽化対策や頻発する災害

への対応力を強化
※水道行政のうち水質・衛生に関する事務は、基準策定を環境省、水質検査を国交省に移管

〇 人口減少下における、上下水道事業者への一体的で効率的・効果的な

支援体制を構築するため、令和９年４月に、県の水道行政の所管を福祉

保健部生活衛生課から土木部都市局下水道課に移管することとし、準備を

進めていく



新潟県流域下水道マスコットキャラクター新潟県流域下水道デザインマンホール

ご清聴ありがとうございました
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